
国債市場特別参加者会合（第101回）
理財局説明資料

令和４年10月25日



1



2



3

（表1）割引短期国債の年限別発行予定額 （表2）流動性供給入札のゾーン別発行予定額

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５）

市場参加者との意見交換を踏まえ、市場環境や発行状況に応じて、年度後半の発行額を変更する可能性がある。

40年債については、5月・7月・9月・11月・1月・3月の発行を予定している。

10年物価連動債については、5月・8月・11月・2月の発行を予定し、市場参加者との意見交換を踏まえ、市場環境や投資ニーズに応じて、柔軟に発行額を調整。

流動性供給入札については、表2のゾーン区分・発行額で行うことを想定しつつ、市場参加者との意見交換を踏まえ、市場環境や投資ニーズに応じて柔軟に調整。

割引短期国債は、政府短期証券と合わせて国庫短期証券として発行しており、表1の年限区分・発行額で発行することを想定しつつ、市場環境や投資ニーズに応じて、柔軟に年限区分・発行回数・発行額を調整。
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（出典） Bloombergのデータから財務省作成
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年限ごとの金利の推移

（出典）日本相互証券（単利）終値ベース
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諸外国の長期金利の推移
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（出典）当局資料「金利情報」

ゾーン間スプレッドの動向
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（参考）海外IR実績

欧州（122回）
イギリス（30回）

オランダ（18回）

ドイツ（16回）

フランス（16回）

デンマーク（6回）

スイス（6回）

スウェーデン（5回）

ルクセンブルク（4回）

イタリア（4回）

ノルウェー（3回）

ベルギー（3回）

オーストリア（2回）

フィンランド（2回）

ジョージア（2回）

ロシア（1回）

ハンガリー（1回）

スペイン（1回）

ポルトガル（1回）

カザフスタン（1回）

中東（34回）
アラブ首長国連邦（13回）
サウジアラビア（8回）
クウェート（6回）
カタール（5回）
トルコ（2回）

アジア（73回）
中国（香港含む、21回）
シンガポール（19回）
タイ（7回）
韓国（6回）
フィリピン（5回）
インドネシア（4回）
マレーシア（4回）
台湾（2回）
ブルネイ（2回）
インド（2回）
ベトナム（1回）

北米（69回）
米国（59回）

カナダ（10回）

オセアニア（15回）
オーストラリア（13回）
ニュージーランド（2回）

中南米（9回）
ブラジル（4回）
チリ（2回）
メキシコ（2回）
ペルー（1回）

（注1） 令和2年度及び令和3年度は出張が困難なため、オンラインによる面談件数。
（注2） 令和4年度は、海外出張とオンライン面談の併用によるハイブリッド方式で海外IRを実施中。
（注3） 同一行程で同一国の複数都市を訪問した場合は、訪問都市ごとに1回とカウント。

➢ 2005年以降、計43か国・地域、延べ322回の海外IRを実施（2022年10月末時点）。

令和2年度（実績）
IR面談件数：52件
訪問都市数：0都市

令和3年度（実績）
IR面談件数：50件
訪問都市数：0都市

令和4年度（実績）
IR面談件数：12件
訪問都市数：2都市


